
 

 

よくあるご質問（給付金について） 

令和３年８月 25 日  

 

【給付金について】 

Ｑ１．給付金を支給する趣旨は？ 

Ｑ２．給付金は、どのような事業者（法人、個人）が対象か？ 

Ｑ３．中小企業・小規模事業者の範囲は？ 

Ｑ４．いわゆる大企業も協力金支給の対象となるか？ 

Ｑ５．社団法人、財団法人、特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）、宗教法人は協力金支給の

対象となるか？ 

Ｑ６．富山県内に複数店舗を持つ場合、店舗数に応じた給付金が支給されるか？  

Ｑ７．富山県内で複数の店舗を運営する事業者は、全店舗において売上が前年又は前々年

８月又は９月の 50％減少でなければ給付金はもらえないのか？ 

Ｑ８．取引先の飲食店は時短営業を実施していなかったが、売上が前年又は前々年８月又

は９月の 50％減少している場合は給付金支給の対象となるのか？ 

Ｑ９．対象月（８月又は９月）以外で売上が前年又は前々年８月又は９月の 50％減である

場合、対象となるか？ 

Ｑ10．飲食店と直接取引のある製造業者等に原材料等を販売している事業者は対象となる

か？ 

Ｑ11．給付金は課税対象となるか？ 

Ｑ12．創業間もないので、前年の８月又は９月の売上と比較ができないがどうすればいい 

か？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

【給付金について】 

 

Ｑ１．給付金を支給する趣旨は？ 

 

Ａ．飲食店への時短要請により、飲食店と直接の取引がある事業者及び運転代行業の皆さ

んのうち、経営に大きな影響を受けた事業者に、県独自に１事業者あたり一律２０万円

を支給するものです。 

 

 

Ｑ２．給付金は、どのような事業者（法人、個人）が対象か？ 

 

Ａ．令和３年８月又は９月の売上が前年又は前々年同月比で 50％以上減少した県内に本社

または本店を置く中小企業・小規模事業者及び個人事業主が対象になります。 

 

 

Ｑ３．中小企業・小規模事業者の範囲は？ 

 

Ａ．中小企業基本法で定める中小企業者・小規模企業者です。また、会社以外の法人（従

業員数が 100 人以下に限ります。例：ＮＰＯ法人、社会福祉法人 等）も対象となりま

す。 

≪参考≫ 

 業種分類 中小企業基本法の定義 

中 

小 

企 

業 

者 

製造業その他 
資本金の額または出資の総額が３億円以下の会社又は 

常時使用する従業員の数が３００人以下の会社及び個人 

卸売業 
資本金の額または出資の総額が１億円以下の会社又は 

常時使用する従業員の数が１００人以下の会社及び個人 

小売業 
資本金の額または出資の総額が５千万円以下の会社又は 

常時使用する従業員の数が５０人以下の会社及び個人 

サービス業 
資本金の額または出資の総額が５千万円以下の会社又は 

常時使用する従業員の数が１００人以下の会社及び個人 

小
規
模
企
業
者 

製造業その他 従業員２０人以下 

商業※・ 

サービス業 
従業員５人以下 

※「商業」とは、卸売業・小売業を指します。 

 

 

 



 

 

Ｑ４．いわゆる大企業も給付金支給の対象となるか？ 

 

Ａ．対象となりません。県内に本社または本店を置く中小企業・小規模事業者及び個人事

業主であることを要件としています。 

 

 

Ｑ５．社団法人、財団法人、特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）、宗教法人は給付金支給

の対象となるか？  

 

Ａ．要件に該当する場合は対象となります。 

 

 

Ｑ６．富山県内に複数店舗を持つ場合、店舗数に応じた給付金が支給されるか？ 

 

Ａ．今回の給付金は事業者単位で支給することとなります。複数店舗を持つ事業者であっ

ても、１事業者あたり一律２０万円の支給となります。 

 

 

Ｑ７．富山県内で複数の店舗を運営する事業者は、全店舗において売上が前年又は前々

年８月又は９月の 50％減少でなければ給付金はもらえないのか？ 

 

Ａ. 法人全体で前年又は前々年８月又は９月と比べ 50％以上売上が減少している場合で、

その他要件が該当していれば給付金の支給対象です。 

 

 

Ｑ８．取引先の飲食店は時短営業を実施していなかったが、売上が前年又は前々年８月

又は９月の 50％減少している場合は給付金支給の対象となるのか？ 

 

Ａ．時短営業を実施していない飲食店との取引については、今回の給付金の趣旨とは合わ 

 ないため、対象外となります。 

 

 

 

 

 



 

 

Ｑ９．対象月（８月又は９月）以外で売上が前年又は前々年８月又は９月の 50％減であ

る場合、対象となるか？ 

 

Ａ．今回の給付金は８月 20 日から９月 12 日に実施した飲食店への時短要請に伴い、売上

が減少した業者に対して給付金を支給することを目的としていることから、対象月（８

月又は９月）以外での売上減少については、対象となりません。 

 

 

Ｑ１０．飲食店と直接取引のある製造業者等に原材料等を販売している事業者は対象と

なるか？ 

 

Ａ．今回の対象は飲食店と直接取引を行っている事業者に対する給付金のため、対象とな

りません。 

 

 

Ｑ１１．給付金は課税対象となるか？ 

 

Ａ．給付金は事業所得に区分されるため、課税対象です。 

 ただし、給付金の支給を含めた１年間の収入から必要経費を差し引いた収支が赤字とな

る場合等、税の負担が生じない場合もあります。 

 

 

Ｑ１２．創業間もないので、前年の８月又は９月の売上と比較ができないがどうすれば 

いいか？ 

 

Ａ．令和２年９月２日以降に創業し、８月又は９月同士の売上比較ができない場合は、新

規創業特例を適用いたします。 

具体的には、令和２年９月２日～令和３年８月１日までに創業した事業者は、令和２

年 10 月～令和３年８月までのいずれかひと月の売上と、令和３年８月又は９月の売上を

比較し 50%以上減少する場合は対象といたします。 


